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条件付一般競争入札公告共通事項（修繕） 
１．競争入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

入札参加資格確認申請書送信時までに、次に掲げる事項のすべてに該当する者が、入札に参加することができる。 

ただし、（６）～（７）については、契約締結予定日までに満たしていれば可とする。 

なお、入札参加資格確認申請書の送信後に、東京電子自治体共同運営電子調達サービスの登録事項（商号又は名称、登記上の本

店所在地、代表者等）に変更が生じた場合は、本公告の問い合わせ先（八王子市契約資産部契約課）まで連絡すること。 

 

共通資格要件事項 

（１）公告日現在で、東京電子自治体共同運営電子調達サービス（以下｢電子調達サービス｣という。）による八王子市における建設工事等

競争入札参加有資格者であること。 

なお、商号又は名称、登記上の本店所在地、代表者等（以下「登録事項等」という。）に変更が生じ、電子調達サービスにおける変更手

続が完了していない場合は、本公告の問い合わせ先（八王子市契約資産部契約課）まで連絡すること。 

（２）電子入札サービス（電子調達サービス内）を利用するために有効な電子証明書を取得していること。 

なお、登録事項等に変更が生じ、電子証明書の変更手続が完了していない場合は本公告の問い合わせ先（八王子市契約資産部契

約課）まで連絡すること。 

（３）八王子市の指名停止期間中又は八王子市の契約からの暴力団等排除措置要綱に基づく入札参加排除措置期間中でないこと。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４の規定のほか、次の各号のいずれにも該当していないこと。 

ア．電子交換所による取引停止処分を受けてから２年間を経過しない者又は当該修繕の開札日前６か月以内に自らの手形若しくは小

切手が不渡りとなった者 

イ．会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の適用を申請した者で、同法に基づく裁判所からの更生計画案認可決定がされた後、本市

の入札参加資格の再審査を受けていないもの 

ウ．民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の適用を申請した者で、同法に基づく裁判所からの再生計画案認可決定がされた後、本市

の入札参加資格の再審査を受けていないもの 

（５）本修繕に係る業種において建設業の許可を受けていること。また、５，０００万円（建築工事業の許可を受けた者は８，０００万円）以上

の下請契約を締結して施工しようとする者は、建設業の許可区分が特定建設業であること、及び監理技術者又は特例監理技術者を配

置すること。 

（６）技術者を他の工事と兼任して配置しようとする場合は、次の条件を全て満たすこと。（なお、配置する期間は、契約工期を基本とす

る。） 

ア．技術者が兼任する工事件数が、本案件を含め２件以下であること。 

イ．兼任する工事のうち、請負金額が４，５００万円以上（建築一式工事については９，０００万円以上）の案件を含む場合（※専任配置

が原則）は、次の条件のうち、いずれかを満たすこと。 

（ア） 請負金額が４，５００万円以上（建築一式工事については９，０００万円以上）の案件について、特記仕様書等に専任を求めな

い期間が示されており、その当該期間中である場合 

（イ） 建設業法第２６条第３項第２号を適用し監理技術者を兼任で配置する場合。（以下「専任特例２号」という。）次の条件を全て満

たすこと。 

ａ 配置されている工事施工場所（現場）が、八王子市内又は施工場所から直線距離で１０㎞以内にある他の市町村であること。 

ｂ 各現場に、監理技術者補佐を専任で配置すること。 

（ウ） 建設業法第２６条第３項第１号を適用する場合（技術者を兼任で配置する場合。以下「専任特例１号」という。）次の条件を全て

満たすこと。 

ａ 請負金額が１億円未満（建築工事は２億円未満）であること。 

ｂ 工事現場間の距離が１日で巡回可能かつ移動時間が片道概ね２時間以内であること。 

ｃ 各工事の下請次数が３次までであること。 
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ｄ 技術者との連絡その他必要な措置を講ずるための者（連絡員）を各工事現場に配置すること。 

（連絡員は、一般土木又は建築工事の場合、当該建設工事に関する実務経験を１年以上有すること。） 

ｅ 技術者が工事現場の施工体制を確認できる情報通信技術の措置 

ｆ 技術者が工事現場以外の場所から現場状況を確認するための情報通信機器（カメラ等）の設置 

ｇ 人員の配置を示す計画書の作成、各現場への据置及び保存 

ウ．兼任しようとする工事の施工場所（現場）が、いずれも八王子市内であること。（専任特例１号又は専任特例２号を適用し兼任する

場合を除く。） 

（７）技術者を営業所技術者と兼務して配置しようとする場合は、次の条件を全て満たすこと。 

ア．既に他の工事の技術者として配置されていないこと。 

イ．営業所技術者が従事する営業所において契約締結された工事であること。 

ウ．請負金額が４，５００万円以上（建築一式工事については９，０００万円以上）となった場合（※専任配置が原則）、次の条件を全て

満たすこと。 

（ア） 請負金額が１億円未満（建築工事は２億円未満）であること。 

（イ） 営業所技術者が従事する営業所から工事現場までの距離が１日で巡回可能かつ移動時間が片道概ね２時間以内である 

こと。 

（ウ） 工事の下請次数が３次までであること。 

（エ） 営業所技術者との連絡その他必要な措置を講ずるための者（連絡員）を工事現場に配置すること。 

（連絡員は、一般土木又は建築工事の場合、当該建設工事に関する実務経験を１年以上有すること。） 

（オ） 営業所技術者が工事現場の施工体制を確認できる情報通信技術の措置 

（カ） 営業所技術者が工事現場以外の場所から現場状況を確認するための情報通信機器（カメラ等）の設置 

（キ） 人員の配置を示す計画書の作成、各現場への据置及び保存 

（８）経営事項審査の有効期限が切れていないこと。 

（９）同一の入札には重複して参加していないこと。 

（10）「関係する会社」間での同一案件への入札参加はできない。 

※「関係する会社」については、東京電子自治体共同運営電子調達サービスの競争入札参加資格申請の手引きを参照してください。

（「その他情報の登録」に「関係会社」に関する説明があります。） 

 

２．入札方法等 

（１）同価の場合の措置 

落札予定者となるべき入札者が２人以上あるときは、電子入札サービスのシステムによるくじで落札予定者を決定する。 

（２）入札金額の入力 

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端 

数があるときは、その端数金額を切捨てた額）をもって落札金額とするので、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額（消費税及び地方消費税相当額を加算しない金額）を入力し送信

すること。 

ただし、入札を辞退する場合は、辞退理由を入力し送信すること。入札後の辞退は認めない。 

なお、辞退理由は公表する場合がある。 

（３）入札執行の回数 

入札執行回数は１回とする。 

（４）入札者が１人であった場合の措置 

入札者が１人であった場合は、入札を中止することがある。 

 

３．入札保証金に関する事項 

免除する。 
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４．落札者の決定 

落札予定者は、入札参加資格要件を満たしていることが確認できた時点で、落札者となる。 

落札者には「落札決定通知書」を発行するため、落札者は通知を受けたら速やかに契約資産部契約課で契約書を受領すること（電子

契約により締結する場合を除く。）。 

 

５．入札参加資格の確認等 

（１）入札参加資格の確認手続 

落札予定者の決定後、落札者を決定するために入札参加資格の確認を行うので、入札執行者から指示をされた落札予定者は、本公

告で指示する書類を提出しなければならない。落札予定者が入札参加資格要件を満たしていない場合は､入札時に遡及して入札書を

無効とし、次順位者を落札予定者として、必要な書類の提出を求める。入札参加資格の確認は落札者が確定するまで行う。 

なお、入札参加資格確認の結果、落札者が決定したときは、他の入札参加者の入札参加資格確認は行わない。 

（２）入札参加資格確認書類の提出について 

落札予定者は、入札執行者から書類の提出を求められた日を含め２日以内（閉庁日を除く。）に指示された確認書類を契約資産部契

約課に提出しなくてはならない。ただし、入札執行者が特別な事情があると認めた場合は、この限りでない。 

なお、提出された書類の返却は行わない。 

（３）入札参加資格確認申請に要する書類 

ア．単体企業 

（ア）条件付一般競争入札参加資格確認申請書 

※技術者は、資格者証等の写し及び社員である旨を証するものの写しを添付すること。 

（イ）営業所技術者が確認できる書類（専任技術者証明書、専任技術者一覧等）の写し 

（複数の営業所を設置する者で、かつ営業所技術者を配置する場合） 

（ウ）適正取引等法令遵守に関する誓約書 

（エ）その他指示された書類 

（４）入札参加資格の確認期限 

落札予定者が確認書類を提出後、原則として提出日を含めて５日以内（閉庁日を除く。）に入札参加資格の確認を行い、落札者を決定

する。確認結果は落札者のみに電話連絡するとともに、電子入札サービスから自動送信されるメールにより落札者となった旨を通知す

る。ただし、入札参加資格の確認に疑義が生じた場合は、この限りでない。 

なお、落札者は必ず契約資産部契約課において契約内容を確認の上、契約手続を行うこと。また、落札者が決定した際は、すみやか

に東京電子自治体共同運営電子調達サービスに落札者名、落札金額等を公表する。 

（５）入札参加資格を有しないとされた者に対する理由の説明 

落札予定者が入札参加資格を有しないとされた場合は、その旨を書面で通知するものとする。 

また、通知を受けた日を含め３日以内（閉庁日を除く。）に契約資産部契約課にその書面を持参し、その理由について説明を求めること

ができる。回答は説明を求められた日を含め、３日以内（閉庁日を除く。）に書面で行うこととする。 

（６）落札予定者の取消 

落札予定者が期限内に入札参加資格確認のための書類を提出しない場合、入札執行者の指示に応じない場合又は自らの入札参加

資格を証することができなかった場合は、落札予定者の権利は取り消され、当該入札書は無効とする。 

 

６．入札の無効・失格等 

八王子市契約事務規則（昭和３９年八王子市規則第９号。以下「規則」という。）第２１条各号及び八王子市電子入札実施要領第６条各

号に該当するもののほか、次の入札書は無効とする。 

（１）虚偽の一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者の入札書 
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（２）本公告の指示に応じない落札予定者の入札書 

（３）期限内に入札参加資格確認のための書類を提出しない落札予定者の入札書 

（４）入札参加資格要件を満たしていない者の入札書 

（５）入札参加資格確認申請書送信後から契約締結までに、八王子市から指名停止又は八王子市の契約からの暴力団等排除措置要

綱に基づく入札参加排除措置を受けた者の入札書 

（６）入札参加資格確認申請書送信後から契約締結までに、電子調達サービスによる八王子市における建設工事等競争入札参加資格

を失効した者の入札書 

（７）複数の案件に入札参加した場合に２件以上の落札予定者となり、開札順の２件目以降に技術者を配置できない者の当該入札書 

（８）設計図書等を受領せずに入札した者の入札書 

 

７．入札の中止等 

入札参加者が談合又は不穏な行動をなす等の場合において、入札を公正に執行することができないと認められるときは、入札（開札）

の執行を延期又は取りやめることがある。 

 

８．入札に関する注意事項 

（１）落札予定者及び辞退者を除く入札参加業者の中から入札執行者が抽出して指名した者に、開札後に積算内訳書総括書とは別に積

算内訳書を提出させることができる。落札予定者が積算内訳書を提出しなかった場合は、落札予定者の入札書を無効とすることができ

る。また、抽出して指名した者が提出しなかった場合には、誠意ある対応がなされないということで、別途対応する。 

（２）入札書の送信後はいかなる理由をもってしても異議を申立てることができない。 

 

９．契約保証金に関する事項 

免除する。 

 

１０．契約書の作成及び契約の確定 

当該修繕の契約は、八王子市及び落札者の両者が、契約書に記名・押印したとき、又は契約内容を記録した電磁的記録に電子署名

したときに確定する。 

 

１１．配置技術者の変更 

（１）配置技術者は、変更することはできない。 

ただし、配置技術者の死亡、傷病、被災、出産、育児、介護又は退職等の場合や、受注者の責によらない契約事項の変更に伴う場合、

工場から現地へ工事の現場が移行する場合や工事工程上技術者の交代が合理的な場合は、書面等により合意した場合に限り、配置

技術者を変更することができる。 

なお、１．（６）に基づき、本案件の配置技術者を、本案件における専任での配置を求めない期間に、他の公共工事と兼任させている場

合、当該工事の工期延長等は、受注者の責によらない場合を除き、配置技術者の変更事由には該当しないので注意すること。工事途

中で配置技術者を変更した場合は、本市の総合評価方式（工事成績評価型・工事実績評価型・施工能力評価型）において、配置予定

技術者の工事成績又は施工経験の評価対象とはならないので注意すること。 

（２）技術者を専任で配置する修繕において、工事途中で専任特例１号又は専任特例２号を適用し、他の工事現場を兼任することは技術

者の変更には該当しない。専任特例１号又は専任特例２号を適用し工事現場を兼任していた技術者が専任の技術者になることも同様

とする。 

 

１2．その他 

（１）現場説明会は、実施しない。 
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（２）入札参加者は、「八王子市工事請負等競争入札参加者心得（電子入札用）」（以下に掲載）を熟読すること。 

八王子市ホームページ 

トップ > 市政情報 > 市の政策・計画とまちづくり> 入札・契約 >要綱・要領・基準等 > 入札関係要綱・要領・基準等 

（https://www.city.hachioji.tokyo.jp/shisei/001/011/007/p007419.html） 

（３）落札者の決定後、当該修繕の契約締結までの間において、当該落札者が入札公告に掲げるいずれかの要件を満たさなくなった場合

又は虚偽の事実が判明した場合には、当該契約を締結しないことがある。 

（４）入札参加資格確認書類等に虚偽の記載をした場合においては、指名停止措置要領に基づく指名停止を行うことがある。 

（５）契約書は所定の修繕請負契約書を使用し、その契約条項を次のとおり閲覧に供する。 

ア．八王子市元本郷町三丁目２４番１号 八王子市役所本庁舎８階 契約資産部契約課 

公告日から質問締切日までの午前９時から午後５時までの間閲覧に供する。（閉庁日を除く。） 

イ．八王子市ホームページ 

トップ > 市政情報 > 市の政策・計画とまちづくり> 入札・契約 > 様式集 

（https://www.city.hachioji.tokyo.jp/jigyosha/001/006/p032952.html） 

※「イ」に掲載のない場合は、「ア」のみとする。 

（６）入札の結果については、東京電子自治体共同運営電子調達サービスに掲載する。 


